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議題

１「令和５年度決算見込み」「令和６年度予算概要」について

２「適用関係業務」について

３「任意継続制度」について

４「令和６年度保健事業計画」について

５「保険給付関係」について

６「柔道整復師の内容審査の実施状況」について

７「第三者行為・労災・喪失後受診の調査実績報告」について

８その他の事項



 収支差引残額 ２００４万２千円
 経常収支差引額 ▲７億２３４１万２千円 ３期連続の赤字（予算比１億９７４２万５千円悪化）

経常収入合計 ６９億５６５３万８千円（予算比 ４５４６万３千円減）
経常支出合計 ７６億７９９５万円 （予算比１億５１９６万２千円増）
経常収支差引額 ▲７億２３４１万２千円（予算比１億９７４２万５千円悪化）

令和5年度は、法定準備金から５億５０００万円を繰入れる見込 （予算時４億８４８２万円
繰入見込）

令和５年度財政収支の見通し
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議題１

準備金繰入
５億５０００万円
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令和５年度財政収入の概略（対予算比）

給与が部品供給不足による休業などで伸び悩み保険料減収
 平均被保険者数▲２１７人
 標準報酬月額▲2,509円、賞与額▲34,921円
 予算比 ５３９４万６千円減 ⇒ ６９億３０２５万８千円

国及び上部団体からの補助金
 予算比 ＋１億２３０６万円 ⇒ ２億５３０万円

 主な内容
1. 支援金等負担助成金 ＋９２０４万９千円 ⇒ ９２０５万円
2. 高額医療交付金 ＋２８１４万３千円 ⇒ １億６４１万５千円
3. 財政窮迫組合交付金

 組合財政支援交付金 令和５年度受給なし
（上部団体の組合健保維持制度・１１年間（平成２５～令和５年度）受給なし）

議題１



令和５年度組合財政支出見込の概略（対予算比）
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 保険給付費が増加（保険料収入の５６．４％）

 予算比＋１億３２８０万５千円増 （3.5％増） ⇒ ３９億１１６１万７千円

 高齢者への負担金増額（保険料収入の５１．４％）

 厚労省指定算式のため予算同等 ⇒ ３５億５９４５万７千円

1. 前期高齢者（65歳～74歳）納付金 １９億３０９４万４千円

2. 後期高齢者（75歳以上）支援金 １６億２８４８万９千円

※厚労省指定基礎数値に基づき算出

 保健事業費（＋２８０万円増） ⇒ １億１６７２万２千円

議題１



6

令和５年度介護保険収入支出決算見込

適用状況

 年間平均介護保険納付対象被保険者数＝６，４３８人（予算比▲４１人）

 年間平均標準報酬月額＝３８３，９２０円（予算比▲９７８円）

 年間標準賞与額＝１，４８５，５０７円（予算比＋１５，５６７円）

 保険料率＝１８．２‰〔事業主9.1‰：被保険者9.1‰の折半〕

 収支差引額 ＝ ９３５万８千円

議題１

利子
１千円

還付金
５万６千円
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令和５年度末保有財産見込

令和５年度末法定準備金保有率見込は、
２１８．０６％となります。（前年度比７４．３７ポイント減）
※必要積立額 ＝ 過去３ヵ年の実績平均の保険給付費２ヵ月分＋高齢者への負担金・介護納付金１ヵ月分

健康保険勘定の財産状況
１９億１７６７万３千円
⇒ 法定準備金保有率見込 ２１６．５６％（前年度比７９．０７ポイント減）
※必要積立額 ＝ 過去３ヵ年実績平均の保険給付費２ヵ月分＋高齢者への負担金１ヵ月分

介護保険勘定の財産状況
１億３０２３万９千円
⇒ 介護法定準備金保有率見込 ２４２．７２％（前年度比２．８３ポイントアップ）
※必要積立額 ＝ 過去３ヵ年の実績平均の介護納付金１ヵ月分

いずれも、財政状況は適正な状態にあります。
（厚生労働省必要積立額基準に基づく）

※詳細は次ページ参照

議題１
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令和５年度末保有財産見込議題１
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令和６年度介護保険予算基礎数値案概略

適用状況

1. 第２号被保険者数 ： ６，７１６名（対前年度決算見込比 ２７８名増）
（令和４年度6,113名→令和５年度6,438名→令和６年度6,716名）

2. 標準報酬月額： ３９０，５５６円（対前年度決算見込比 ＋６，６３６円）

3. 標準賞与額 ： １，４５６，９３６円※正社員のみ（対前年度決算見込比 ▲２８，５７１円減）

4. 介護保険料率： １８．２‰（事業主９．１‰：被保険者９．１‰）

適用状況のポイント

1. 第２号被保険者数増加（40歳到達者数の増加）

2. 標準報酬月額は前年度＋１．７％増見込む

3. 賞与額の微減見込（厳しい操業・販売を想定）

4. 介護保険料率維持（操業・販売等の状況が不透明なため、収入減リスクを考慮）

議題１
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令和６年度介護保険料率試算

 令和６年度介護給付費納付金額＝７億９５万５千円 ⇒Ａ
 （令和２年度から総報酬割・厚生労働省の指定計算式による参考数値より）

 令和６年度第２号被保険者の年間報酬総額＝４１２億６０４７万１３２８円⇒B（①＋②）

① 標準報酬月額 390,556円×6,716名×12ヵ月＝３１４億７５６８万９１５２円
② 賞与額 1,456,936円×6,716名 ＝ ９７億８４７８万２１７６円

 Ａ ÷ Ｂ ＝ ０．０１６９８８５２ ≒ １７．０‰ ⇒ １８．２‰（据え置き）

 操業・販売の先行きが不透明なため、保険料収入減少リスクの安全を見る。

 介護保険料率は令和５年度同率の１８．２‰

 令和６年度末法定準備金保有率は３１９．３４％となる見込み。

議題１

料率を16.4‰から18.2‰にアップ
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令和６度介護保険収入支出予算（案）

予算案策定のポイント

 介護納付金は前年度ほぼ同額（９４万６千円増）

 操業・販売の先行き不透明による保険料収入減のリスク有（一時休業・残業無しなど）

 次年度以降の納付金増加時料率維持も含め前年度保険料率維持で設定

 保険料率＝１８．２‰〔事業主９．１‰：被保険者９．１‰の折半〕

議題１

積立金
２８６８万８千円

予備費
２１００万円



適用状況

1. 被保険者数 ： １３，６９４名（対前年度決算見込比 ２９５名増）
（令和４年度13,150名→令和５年度13,399名→令和６年度13,694名）

2. 標準報酬月額： ３２８，４１０円（対前年度決算見込比 １０，３１９円減）

3. 標準賞与額 ： １，１６８，４５４円※正社員のみ（対前年度決算見込比 ５０，６２５円減）

4. 健康保険料率： １００‰を維持（事業主５３．９‰：被保険者４６．１‰）

適用状況のポイント

1. 被保険者数増（生産再開後の操業対応を見込む）

 （正社員の新規採用予定は横這い：令和5年度295名⇒令和6年度289名）

 外国人・高齢者の中途採用増加

2. 標準報酬月額の大幅減少見込（生産停止の影響見込む）

3. 賞与額の大幅減少見込（生産および販売停止の影響を想定）

4. 健康保険料率維持（平成25年度以降12年間維持）
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令和６年度予算基礎数値案概略議題１

健保制度の仕組
みで、休業継続が
３ヵ月に及ぶと
給与減になる。
通常操業後３ヵ月
を経て一定額の
増加が無いと給与
ベースが元に戻ら
ない



令和６年度健康保険収入支出予算（案）
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議題１

令和6年度収入合計額 ６９億２０９６万５千円
令和6年度支出合計額 ７６億３０３９万８千円
差引不足額 ７億 ９４３万３千円

 財政悪化要因 （1） 給与および賞与見込額の大幅減による保険料収入減少
（2）保険給付費増加 ⇒ 加入者増および医療費単価値上に基づく見込額
（3）高齢者への納付金 ⇒ 65歳～74歳加入者率増加と年間総給与見込額減少による負担減

 財政対策 （1）組合財産（準備金）繰入れによる対処

※受給が見込まれる国庫補助金は織り込んでいない （受給見込：令和５年度 ２億５３０万円）



令和６年度健康保険収入予算の概略（対前年度決算見込比）
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議題１

給与・賞与額は製造各社の休業・販社の新車販売停止の影響
による保険料大幅減収見込
 被保険者数＋295人、標準報酬月額▲10,319円、賞与額▲50,625円
 前年度比 ▲２億８８２万９千円減 ⇒ ６７億２１４２万９千円

国や上部団体からの補助金 １億７４６万円
 事務費補助金 １８５万８千円 （前年並み）
 特定健診・保健指導補助金 １１０万円 （前年並み）
 高額医療交付金 １億２７万９千円 （前年度見込１億６４１万５千円）
 支援金等負担助成金等 予算には見込まず （前年度見込９２０５万円）
 退職者給付拠出金還付 １６万３千円 （前年度比９９万７千円減）
 組合財政支援交付金 受給見込まず
（上部団体の組合健保維持制度・１１年間（平成２５～令和５年度）受給なし）

その他収入（利子・雑収入等） １６４６万８千円

法定準備金からの繰入れ
 繰入額 ７億９４３万３千円
支出に対し、保険料収入とその他組合収入合計の超過分を繰入れ



令和６年度健康保険支出予算の概略（対前年度決算見込比）
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議題１

 事務所費は一定の余裕をもって計上 ９２８１万２千円

 保険給付費の増加（保険料収入の６０．９％）

 前年度比＋１億８０１２万８千円増 （4.6％増） ⇒ ４０億９１７４万５千円

 高齢者への負担金増加（保険料収入の４７．６％）

 前年度比 ▲３億５８２４万４千円減 ⇒ ３２億１２１万３千円

1. 前期高齢者（65歳～74歳）納付金 ▲２億４５２６万４千円減

2. 後期高齢者（75歳以上）支援金 ▲１億１２９６万６千円減

3. 退職者給付拠出金 ▲１万３千円減

4. 病床転換支援金 ▲２千円減

※当健保高齢加入者割合の増加による負担倍率低下

国全体の前期高齢者医療費が減少見込（団塊の世代が後期高齢者へ）

※令和６年度当健保の総給与見込額減少のため

算定式 ： 当健保の総給与見込額 × 厚労省指定数値

 保健事業費（健診補助人数の増加を見込＋３８７万８千円増）⇒１億２０６０万円



 経常収支差引額 ▲７億６８５２万４千円の赤字（前年度比▲４５１１万２千円悪化）

経常収入合計 ６７億４４９１万３千円
経常支出合計 ７５億１３４３万７千円
経常収支差引額 ▲７億６８５２万４千円

法定準備金繰入後においても、
準備金保有率１３６．１０％と基準超を維持

令和６年度健康保険収入支出予算（案）
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議題１
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令和６年度収入支出予算（案）

健康保険勘定

 収 入 ７６億３０３９万８千円

 支 出 ７６億３０３９万８千円

介護勘定

 収 入 ７億５０９４万３千円

 支 出 ７億５０９４万３千円

令和６年度収入支出総額（健康保険勘定＋介護勘定）

 収 入 ８３億８１３４万１千円

 支 出 ８３億８１３４万１千円

議題１
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被扶養者調査について（1） 【適用関係業務】議題２
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被扶養者調査について（2） 【適用関係業務】議題２
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被扶養者調査について（3） 【適用関係業務】議題２
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年収の壁・支援強化パッケージ 【適用関係業務】議題２
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健康保険証の更新 【適用関係業務】議題２

・保険者所在地の変更
・旧保険証（緑色）は必ず回収
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住民票の住所と居所住所（1） 【適用関係業務】議題２
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住民票の住所と居所住所（2） 【適用関係業務】議題２

・「資格取得届」「被扶養者異動届」に

住民票の住所も記入

・オンライン資格確認等システムに正しい

データを登録するために必要

・マイナンバーも記入（従来通り）
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住民票の住所と居所住所（3） 【適用関係業務】議題２

・「住所変更届」「遠隔地者住所登録届」に

住民票の住所も記入

・オンライン資格確認等システムに正しい

データを登録するために必要
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マイナ保険証について（1） 【適用関係業務】議題２

今後の手続きの流れ

Ａ．資格情報の通知
・事業所経由で全員
・Ｒ6.10月までに健保から発行
Ｂ．カード保険証の発行ストップ（Ｒ6.12/2）
・マイナ保険証で受診
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マイナ保険証について（2） 【適用関係業務】議題２
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マイナ保険証について（3） 【適用関係業務】議題２
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短時間労働者の適用拡大 【適用関係業務】議題２
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加入希望者への事前説明について 【任意継続制度】議題３

保険証の発送（３点が揃ってから）

１．資格喪失届
・事業所➡健保
・ＦＡＸ、メール添付も可

２．任意継続資格取得申出書
・個人➡事業所➡健保

３．保険料の入金
・個人➡健保
・事業所ご担当者から金額を
お伝えください
・退職日の翌日以降（必ず！）

ホームページに計算方法・早見表は載っていますが、
念のため健保組合に事前にご確認ください
（メール・電話）

ホームページに配布用の説明用紙を掲載しています。
ご活用ください。
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途中脱退について 【任意継続制度】議題３

脱退の理由が自由に

 国保の保険料が安い
 家族の扶養に入る 等
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被扶養者の継続加入について 【任意継続制度】議題３

・被保険者（父）＋被扶養者（子）
【妻は就職により自身で被保険者資格あり】

・夫が無収入になる
➡主として生計をみるとは言えない
➡扶養の子は母の扶養に
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令和６年度保健事業計画議題４
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令和６年度保健事業計画議題４
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令和６年度保健事業計画議題４

対象者の自宅宛に
案内直送（5月9日）

申込用紙発送（事業所宛・5月9日）
申込〆切（事業所・6月5日）
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令和６年度保健事業計画議題４
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令和６年度保健事業計画議題４
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令和６年度保健事業計画議題４
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新型コロナワクチン補助金 【令和６年度保健事業計画】議題４

・新規事業
・R6年度は暫定実施
・申請数や若年者の意見を参考に
次年度から継続審議
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保養施設について（1） 【令和６年度保健事業計画】議題４

紀州鉄道のビラ・ホテルは
利用回数制限なし。
何度でもＯＫ！
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保養施設について（2） 【令和６年度保健事業計画】議題４

次ページ
参照
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ナガシマスパーランド利用方法変更について 【令和６年度保健事業計画】議題４
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給付金申請の注意点 【保険給付関係】議題５

（Ａ） （Ａ）療養費・第二家族療養費・高額療養費支給申請書
①月ごとに分けて記入してください。
②医師の意見書には「入院・通院」が明記されていない
ことがある為、区分欄のチェックをしてください。

③ケガなどの外傷性の疾病の場合は「発病又は負傷
の原因」必ず記入してください。

④海外療養費もこちらの申請書使用してください。
その他添付書類はまたご相談ください。

②

③

（Ｂ）埋葬料・家族埋葬料請求書
①被扶養者ではない家族が請求する場合、
戸籍謄本の写しが必要です。
（例 妻が就職先で自身で健保に加入している）

②被保険者が死亡の場合、振込先の記入を
お願いします。

（Ｂ）

②
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給付金申請の注意点 【保険給付関係】議題５

（Ｃ） （Ｃ）出産手当金請求書
①出産予定日より出産が早まり、欠勤の場合は
産前休暇の対象となりますので事業主証明欄に
気をつけてください。

②医療機関の証明が必要な為、産前産後まとめて
請求されることをおすすめします。
（証明書代の節約）。

①

（Ｄ）傷病手当金支給申請書
①ケガなどの外傷性の疾病の場合は「発病又は負傷の
原因」に必ず記入してください。

②数ヶ月まとめて申請される場合は内容審査に時間が
かかる場合がある為1ヶ月ごとに申請されることを
おすすめします。

（Ｄ）

②

①

②

②
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給付金申請の注意点 【保険給付関係】議題５

（Ｅ）

（Ｆ）移送費請求書
・保険診療を受ける為、緊急やむを得ない場合で
移動困難な場合に申請できます。
・事前に（Ｅ）「移送承認申請書」を申請し承認を
受けてください。

（Ｆ）
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給付金申請の注意点 【保険給付関係】議題５

（Ｇ）

（Ｈ）出産育児一時金 内払金支払依頼書（本人・家族）
・直接支払制度を利用し、出産費用が５０万円未満の
場合（差額請求ができる）

①添付資料に注意

（Ｈ）

（Ｇ）出産育児一時金請求書（本人・家族）
・直接支払制度を利用しない場合
①添付資料に注意

①

①
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保険給付金請求の締切日と支払日 【保険給付関係】議題５

 令和６年度も請求書締切日を前倒し

 対象・・・事業所振込の給付金
【傷病手当金、出産手当金、出産一時金
の差額内払金、コルセット・治療用
眼鏡等の療養費、保健事業全般】

 理由・・・
①傷病手当金の申請内容複雑化に
伴う適正な審査や、問い合わせ期間
の確保のため（事業所への問い合わ
せ、医師照会、本人への状況確認）

②各種申請への添付不足書類の取り寄
せ増加



接骨院の医療費に特化した医療費通知（平成２８年～）

対象 年間５万円以上施術している長期受診者（マッサージ的な利用）、頻回受診している学生（未成年）
計 ７７名

実施日 毎年１０月頃・Ｒ６年度で９回目
効果検証 発送前と発送後の１年間を比較

（令和３年１０月～令和４年９月） （令和４年１０月～令和５年９月）

長期受診者、未成年者等への牽制効果（通院日数・施術部位の減少）

48

柔道整復師適正化に向けた取り組み議題６
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柔道整復師適正化に向けた取り組み議題６

5万円以上か10ヶ月 未成年

年間医療費通知のひな型
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柔道整復師適正化に向けた取り組み議題６

・5万円以上＆10ヶ月以上
・異常な受診日数・金額を知ってもらう

年間医療費通知のひな型
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はり灸療養費の適正化に向けた取り組み議題６

はり灸の適応疾患（６疾患）
【神経痛・リウマチ・頸腕症候群・五十肩・腰痛症・頸椎捻挫後遺症】

健康保険の適用となる場合
・施術に対する医師の同意がある（医師➡鍼灸師にバトンタッチ、医療機関での治療（投薬・リハビリ等）を
今後は行わない）
・医師の同意は6カ月ごと（継続する場合は再同意が必要）

注意点
・同意があっての施術でも、治癒が見込めないと健保組合が判断した場合は保険適用できません
（漫然とした長期施術）
・その場合でも自費で継続することは可能です

支払方法 変更年月 窓口負担 申請先

代理受領 ～2019年4月施術 2～3割 施術所→健保組合

償還払い 2019年5月施術～ 10割（全額） 被保険者→健保組合
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はり灸療養費の適正化に向けた取り組み議題６
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はり灸療養費の適正化に向けた取り組み議題６

支給する場合の
被保険者への通知文
（６カ月経過バージョン）
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第三者行為の調査実績議題７

 第三者行為とは

・主に車、バイクの交通事故

・労災、通災は健康保険適用外

・他人からの暴力行為

・自転車の事故も損害賠償となる

 第三者行為の治療費は、加害者（個人・損保）が負担すべき

もの ➡ 「第三者行為による傷病届」を健保に提出

 健康保険は一時的な立替であり、過失割合に応じて加害者
に求償

 被害者の窓口負担や休業補償、慰謝料等だけではなく、

健保組合が負担している医療費（総医療費の7～8割負担）

も含めての損害 ➡ 健保にも連絡する必要性



 負傷原因報告書でケガの理由を確認

（健保 ⇒ 被保険者）

 労災に該当するかどうかの確認

（事業所 ⇒ 労基署）

 【労災と判明した場合、健康保険は使用不可】

①労災指定病院 ➡ 5号様式を提出

➡ 健保のレセプト取り下げ

②労災指定病院以外 ➡ 健保に医療費返納

（被保険者が10割負担） ➡ 7号様式を提出

③その他

「Ａ病院＋Ｂ薬局」の場合、手続きはＡＢとも必要

Ｂ薬局の手続きモレが非常に多い

 受診の時点でケガの理由を病院に正確に伝える

・外科だけとは限らない

・眼科も多い（仕事中に鉄粉が目に入った等）55

労災の調査実績議題７



 喪失後受診の本人・家族に対し「返納通知書」
を作成

（保険証を提示されると病院に責任は無く、健保

が負担し回収の手間が生じる）

 【Ｒ5年度 №18・20・24】

医療費が高額 ➡ 健保と次の加入先との

保険者間で調整（例外的）

 資格喪失により連絡がつかない場合は未回収
➡ 保険証の早期回収が重要

 マイナンバーが登録されていれば、次の加入先
にレセプトを振替できる場合がある

➡ 返納通知書が不要、健保・被保険者ともメリ

ット（資格取得届・異動届と同時に提供）

56

喪失後受診の調査実績議題７



 健保組合のメールアドレスについて
mail1＠daihoken.jp ➡ mail＠daihoken.jp

・事務所移転に伴うメールサーバー変更により、登録アドレスの再確認を
お願いします。
・移転前に使用した過去のメールは再利用しないでください
（mail1＠～の可能性があり受信できません）

 ホームページから申請書（エクセル版）をダウンロードする時に「安全にダウン
ロードできません」のメッセージが表示される場合
①「・・・」→「保存」→「保持する」 → ＰＣに保存されます
②またはＰＤＦ版（届出・申請書一覧より）を利用する

57

その他の事項議題８


